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議案第３号 

 

 

   令和３年度武蔵村山市一般会計予算 

 

 令和３年度武蔵村山市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 28,620,206 千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳

出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により

債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２

表債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地

方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３

表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、1,500,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各

項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

   各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足

を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  令和３年２月２６日提出 

 

 

               東京都武蔵村山市長職務代理者 

               武蔵村山市副市長 山 﨑 泰 大 



第1表　歳入歳出予算

歳　入

千円

款 項 金　　　　額
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1 市税 9,871,679

1 市民税 3,982,380

2 固定資産税 4,396,988

3 軽自動車税 165,074

4 市たばこ税 469,320

5 都市計画税 857,916

6 入湯税 1

2 地方譲与税 121,466

1 地方揮発油譲与税 28,112

2 自動車重量譲与税 87,634

3 森林環境譲与税 5,720

3 利子割交付金 10,100

1 利子割交付金 10,100

4 配当割交付金 51,300

1 配当割交付金 51,300

5 株式等譲渡所得割交付金 46,500

1 株式等譲渡所得割交付金 46,500

6 法人事業税交付金 77,000

1 法人事業税交付金 77,000

7 地方消費税交付金 1,506,500

1 地方消費税交付金 1,506,500

8 環境性能割交付金 26,105

1 環境性能割交付金 26,105

9 国有提供施設等所在市町村助成交付金 459,630

1 国有提供施設等所在市町村助成交付金 459,630

10 地方特例交付金 272,698

1 地方特例交付金 99,698

2 新型コロナウイルス感染症対策地方税
減収補填特別交付金

173,000

11 地方交付税 2,159,625

1 地方交付税 2,159,625

12 交通安全対策特別交付金 10,706

1 交通安全対策特別交付金 10,706



歳　入

千円

款 項 金　　　　額
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13 分担金及び負担金 120,061

1 負担金 120,061

14 使用料及び手数料 267,801

1 使用料 112,573

2 手数料 155,228

15 国庫支出金 6,252,523

1 国庫負担金 5,581,566

2 国庫補助金 654,003

3 委託金 16,954

16 都支出金 4,786,076

1 都負担金 1,932,295

2 都補助金 2,572,427

3 委託金 281,354

17 財産収入 9,403

1 財産運用収入 9,112

2 財産売払収入 291

18 寄附金 15,258

1 寄附金 15,258

19 繰入金 572,562

1 特別会計繰入金 3

2 基金繰入金 572,559

20 繰越金 500,000

1 繰越金 500,000

21 諸収入 178,884

1 延滞金、加算金及び過料 21,501

2 市預金利子 1

3 貸付金元利収入 5,064

4 受託事業収入 2,012

5 雑入 150,306

22 市債 1,304,329

1 市債 1,304,329

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 28,620,206



歳　　出

千円

款 項 金　　　　額
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1 議会費 269,248

1 議会費 269,248

2 総務費 2,662,578

1 総務管理費 1,974,177

2 徴税費 325,818

3 戸籍住民基本台帳費 233,937

4 選挙費 98,334

5 統計調査費 9,335

6 監査委員費 20,977

3 民生費 15,619,538

1 社会福祉費 6,161,813

2 児童福祉費 6,337,247

3 生活保護費 3,120,476

4 災害救助費 2

4 衛生費 2,260,279

1 保健衛生費 808,387

2 清掃費 1,451,892

5 農林業費 43,769

1 農業費 38,049

2 林業費 5,720

6 商工費 188,662

1 商工費 188,662

7 土木費 1,677,768

1 土木管理費 177,357

2 道路橋りょう費 318,191

3 河川費 10,389

4 都市計画費 1,169,347

5 住宅費 2,484

8 消防費 1,095,545

1 消防費 1,095,545

9 教育費 3,500,619

1 教育総務費 784,475

2 小学校費 556,911



歳　　出

千円

款 項 金　　　　額
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3 中学校費 579,972

4 幼稚園費 375,483

5 社会教育費 564,073

6 保健体育費 639,705

10 公債費 1,282,200

1 公債費 1,282,200

11 予備費 20,000

1 予備費 20,000

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 28,620,206



事　　　　　　項 期　　　間 限　度　額

千円

例規システム等利用料
令和4年度から
令和7年度まで

11,616

市民総合センター運営管理業務委託
令和4年度から
令和5年度まで

22,729

市民総合センター清掃等委託
令和4年度から
令和5年度まで

27,186

市民総合センター設備管理業務委託
令和4年度から
令和5年度まで

9,192

土地・家屋評価基本調査委託
令和4年度から
令和5年度まで

26,948

証明書等コンビニ交付システム使用料
令和4年度から
令和8年度まで

35,739

生活困窮者就労準備支援等事業委託
令和4年度から
令和7年度まで

13,992

被保護者就労準備支援等事業委託
令和4年度から
令和7年度まで

13,992

市民総合センター障害者地域自立生活支援センター
管理運営委託

令和4年度から
令和5年度まで

2,681

市民総合センター身体障害者福祉センター管理運営
委託

令和4年度から
令和5年度まで

21,176

のぞみ福祉園管理運営委託
令和4年度から
令和7年度まで

386,459

用途地域等見直し関連業務委託
令和4年度から
令和5年度まで

9,950

第三次みどりの基本計画策定支援業務委託 令和4年度 5,643

第２表　債務負担行為

－　10  －



限度額

千円

換えることができる。

置期間及び償還期限を

臨 時 財 政 対 策 債

12,000

14,000

87,600

52,900

1,137,829

第五中学校施設整備事業
後の利率とする。

短縮し、若しくは繰上

を行った後におい

を含み２５年以内に償

その他の都合により据

ては、当該見直し

証 書 借 入

又は

借入の日から据置期間

還する。ただし、財政

る。ただし、利率

入れる政府資金及

防 火 水 槽 整 備 事 業

(仮称)防災食育センター
施 設 整 備 事 業

第３表　地方債

起債の目的 起債の方法 利　　率 償還の方法

第十小学校施設整備事業

見直し方式で借り

て、利率の見直し

び地方公共団体金

１．５％以内とす

計 1,304,329

融機構資金につい

証 券 発 行

償還又は低利債に借り

－　11  －
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I　 歳入歳出予算事項別明細書
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１　特別職

(    )

年間支給率

(4.55)

(4.65)

49,289

(    )

12,471

職員数

61,760

0

227,404

27,408

184,509 27,408

報 酬 給 料 計

（千円） （千円） （月分） （千円） （千円）

期末手当

備 考合 計

給 与 費

（千円） 共 済 費

（千円）

△ 42,895 0 △ 43,169 △ 2,043 △ 45,212

△ 42,900 △ 42,900 △ 42,900

5 5 △ 1,901

△ 274
△ 274 △ 142 △ 416

(△ 0.10)

(0.00)

(    )

0

12,745

49,289

27,408 316,846 52,535 369,38162,034

121,408

105,996 155,285

(4.65)

△ 274

121,408 121,408

△ 1,896

(4.65)
37,544 192,829

3 27,408 39,879

106,00120

その他の
特別職

議　員

78,508

155,290

273,677 50,492

35,643 190,933

（人）

956

979

3

14,849 54,728

324,169

40,153 14,991 55,144

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

計

1,490

0

0

△ 511

比　較

前年度

Ⅱ　給与費明細書

　　区　　分　　

本年度

△ 511

78,508 78,508

20

1,467

－ 462 －



２　一般職

（１）総括

（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

〔 〕は、会計年度任用職員数を内書きしたもの。

夜間勤務手当

(千円)

351

1,277

△ 926

( 11) 

128,438

27,144 45,360 6,660

(  9) 

(△2) 

備 考

31,961 △ 23,182

比　較 △ 76 1,537 29,009 △ 555

13,380

等の内訳
前年度 1,081 23,134 646,274 13,935

児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 1,005 24,671 675,283

時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当

46,128 7,740

117,738

△ 3,444 768 1,080 10,700

地域手当

147,693

150,866
等の内訳
職員手当

本年度

8,779

区 分

比　較

前年度

扶養手当 管理職手当 住居手当

23,700

(千円)

△ 3,173

3,865,624

1,417,449 1,033,469 3,026,861 829,984 3,856,845

給 与 費

599,466 1,390,967 1,068,389 3,058,822 806,802

計 共 済 費 合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

〔590〕

35

〔 32〕

報 酬 給 料 職員手当等

575,943

23,523 △ 26,482 34,920

区　分

比　較

前年度

本年度

職員数

（人）

981

〔627〕

946
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ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

区　分

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等 計 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度
354

1,323,390 974,893 2,298,283 719,094 3,017,377
（  9）

前年度
356

1,349,846 991,532 2,341,378 749,506 3,090,884
( 11) 

比　較
△ 2

△ 26,456 △ 16,639 △ 43,095 △ 30,412 △ 73,507
(△2) 

区 分
地域手当 扶養手当 管理職手当 住居手当 時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 141,136 23,700 46,128 7,740

等の内訳
前年度 144,316 27,144 45,360 6,660

比　較 △ 3,180 △ 3,444 768 1,080

122,110

112,347

9,763

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当 児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 1,005 22,927 596,767 13,380

等の内訳
前年度 1,081 21,404 619,285 13,935

比　較 △ 76 1,523 △ 22,518 △ 555
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イ　会計年度任用職員

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等 計区　分 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 599,466 67,577 93,496 760,539 87,708627

80,478

848,247

(千円) (千円)

765,961前年度 590 575,943 67,603 41,937 685,483

本年度 6,557

比　較 23,523 △ 26 51,559 75,056 7,230 82,286

(千円) (千円)

区 分
地域手当

37

比　較 7

6,328

等の内訳
前年度

937

6,550 5,391

職員手当

1,277

14 51,527 △ 926

1,730 26,989

1,744 78,516 351

時間外勤務手当

(千円) (千円)

通勤手当 期末手当 夜間勤務手当

(千円)

－ 465 －



（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減額

（千円）

職員数の異動の状況

現に在

職する

職員数

本年度 356人 △2人 354人

前年度 351人 5人 356人

比　較 5人 △7人 △2人

減分

（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

高校卒 132,900

総合職

一般職

147,900

区 分 その他 計

186,700

182,200

 行政職（一）（円）

期末・勤勉手当改正に伴う

350,437

43.36

区　　分
（千円）

給　　料 △ 26,482 給与改定に伴う増減分

15,247

備　　　　　　　考

昇給に伴う増加分

説　　　　　明

異動に伴う増分

増減事由別内訳

その他の増減分

△ 41,729

大学卒

区　分

183,700

145,600

一般行政職(円)

34,920

区　　　　　　　　　　分

令和2年1月1日現在

令和3年1月1日現在

平均給料月額（円）

技能労務職(円)

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳） 43.00

307,131

行政職（二）（円）

372,334

55.00

381,210

54.00

国の制度

150,600

一般行政職

325,394

381,118

297,629

303,643

1.82%

昇給のための留保額の増分

技能労務職

定数増減等による減分

△ 24,703

30

2,941

△ 19,997

47,084 支給率の変更等による増分

職員手当等 制度改正に伴う増減分

その他の増減分　

その他

△ 4,475

△ 12,164

平均昇給率

△ 12,164

会計年度任用職員期末手当

51,559

その他　　　　　

－ 466 －



) )

) )

) ) ) )

) )

) )

) ) ) )
（ ）は、再任用短時間勤務職員数を外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

　エ　昇給

155
2

68.879.4

11

1
1

78.0
14
60

5

1

( 2
100.0

( 100.0

３級 ２級

主事、技師

高度の知識又
は経験を必要
とする業務を
行う主事、技
師

26.5

( 11
283

69

13

( 11
75

16

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

４級

５級

計

１級

計

33

12

17

4.2

1

２級

79.8

199
2

３級

２級

1

1

７級

12
57

13
68

技能労務職
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

７級 ２級

令和2年
1月1日現在

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

3号給（人）

1号給（人）

６級

３級

前

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
　　　　　（Ｂ）（人）

号給数別内訳

2号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

4号給（人）

区 分 合 計

69
188

1

２級

2号給（人）

16

3号給（人）

4号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

代 表 的 な 職 種
一般行政職 技能労務職

本

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
　　　　　（Ｂ）（人）

号給数別内訳

1号給（人）

77.7

147

４級

計 計
( 100.0

100.0

一般行政職 部長 課長 係長 主任

５級

78

区 分 ７級 ６級 ５級

４級 81

( 7

24.4

1

　ウ　級別職員数

令和3年
1月1日現在

区 分
一般行政職

６級

( 100.0

4.6

28.6

11.7

6.0

284

275

354

16287356

33.3

11

( 100.0
100.0

( 100.0
27.5

24.6

12.7

3.9

72

70

36

14

12

( 1
4

25.3

１級

284

( 7

( 2
12.5

( 100.0
100.0

( 1
16

2

( 100.0

75.0

87.5

( 100.0

25.0

11228

5

15

223

286
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　オ　期末手当・勤勉手当

６月(月分) 12月(月分)

2.275 2.275 4.55

(1.200) (1.200) (2.40)

2.325 2.325 4.65

(1.225) (1.225) (2.45)

2.225 2.225 4.45

(1.175) (1.175) (2.35)

　（ ）は、再任用職員に係る支給割合

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最 高 限 度

者（月分） 者（月分） 者（月分）  （月分）

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

一般行政職 技能労務職

0.04 0.00

　ケ　その他の手当

区　　分

代表的な職種

0.00

3     

（令和3年1月1日現在）

国の指定基準に基づく

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

その他の加算措置等

国の制度
(支給率等)

支給率等 23.00

24.586875

 代表的な特殊勤務手当の名称 　滞納整理手当、福祉事務現業手当

5.95

定年前早期退職特例措
置(2％～20％加算)

定年前早期退職特例措
置(2％～45％加算)

4.58

支給率計
（月分）

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （ ％ ） 10     

区　　　　　　分

 給料総額に対する比率　（％）

30.50

33.27075

43.00 43.00

47.709

 支給対象職員の比率　（％）

支 給 率 （ ％ ）

全　　職　　種

0.08

全　　地　　域

区　分

区　分

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

支給対象職員数（人）

支給期別支給率

354     

47.709

有

有

備　考

有

備　考

住居手当 異なる
 市 15,000円(家賃月額15,000円以上の賃貸住宅、当該年度末35歳未満)
 国 28,000円限度(家賃月額16,000円を超える賃貸住宅)

通勤手当 異なる
 交通機関利用＝市 55,000円限度、国 55,000円限度
 交通用具使用＝市 3,800円～26,500円、国 2,000円～31,600円

国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 異なる

 配偶者＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 22歳以下の子＝市 9,000円、国 10,000円
 その他＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 16歳～22歳の子加算＝市 4,000円、国 5,000円
（市は部長職以外）
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区                分 当 該 年 度 中 当該年度中元金

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額
千円 千円 千円 千円 千円

2,910,096 2,867,888 166,500 363,282 2,671,106

　 1 総 務 134,621 123,442 15,989 107,453

2 民 生 45,604 34,374 9,941 24,433

3 衛 生 76,974 64,620 12,456 52,164

4 商 工 172,300 150,763 21,538 129,225

5 土 木 1,289,471 1,143,630 145,859 997,771

6 消 防 54,467 49,425 26,000 9,522 65,903

7 教 育 1,136,659 1,301,634 140,500 147,977 1,294,157

2 11,803,642 11,968,910 1,137,829 860,133 12,246,606

1
住 民 税 等 減
税 補 填 債

178,370 130,740 40,127 90,613

2
臨 時 財 政
対 策 債

11,625,272 11,734,770 1,137,829 820,006 12,052,593

3 減 収 補 填 債 103,400 103,400

合　　　　　　計 14,713,738 14,836,798 1,304,329 1,223,415 14,917,712

Ⅳ 地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当 該 年 度 末
現在高見込額

1 普 通 債

そ の 他

当該年度中増減見込み
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額
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